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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　子機との間でデータを送受するための第１接続手段と、外部装置へ送信するデータを処
理する処理装置との間でデータを送受するための第２接続手段と、通信網との間を接続す
る第３接続手段と、前記第３接続手段により接続される前記通信網を介した前記外部装置
との間の接続状態を制御する通信制御手段とを備える通信装置であって、
　前記通信制御手段により通信可能な接続状態とされた前記外部装置と、前記第１接続手
段を介してデータの送受が可能な前記子機との間の通話を中継する中継手段と、
　前記中継手段により通話が中継される前記子機におけるユーザ操作に基づき、前記子機
から送信データの送信指示が送られてくると、前記外部装置との間における通信可能な接
続状態を維持しつつ、その外部装置を特定する特定データを指定して、前記第２接続手段
を介してデータの送受が可能な処理装置に対して送信データを要求する要求手段と、
　前記要求手段による要求に応答した前記処理装置から送られてくる前記送信データを受
信する受信手段と、
　前記受信手段により受信した前記送信データを、通信可能な接続状態が維持された前記
外部装置へ送信する送信手段とを備え、
　前記処理装置は、送信先の外部装置を特定する特定データが対応づけられた前記送信デ
ータをメモリから読み出し、前記要求手段による要求に応答して、前記送信データを送出
するものであり、
　前記受信手段は、前記メモリに記憶された前記送信データのうち、前記要求手段により
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指定した特定データと等しい特定データが対応づけられた前記送信データを受信するもの
である通信装置。
【請求項２】
　前記処理装置は、前記要求手段により指定された前記特定データと等しい特定データが
対応づけられた前記送信データが前記メモリに記憶されていない場合、原稿を読み取り、
その読み取った原稿に基づく送信データを作成する新規データ作成手段を備えるものであ
り、
　前記受信手段は、前記新規データ作成手段により作成された前記送信データを、前記処
理装置から受信するものである請求項１記載の通信装置。
【請求項３】
　前記中継手段により通話が中継される前記子機に対して、前記受信手段により受信した
前記送信データまたは前記送信データに対応付けられた識別データを通知する通知手段を
備え、
　前記送信手段は、前記通知手段により前記子機に対して通知した前記送信データまたは
前記識別データのうち、前記子機において選択された送信データまたは前記子機において
選択された識別データに対応づけられた送信データを送信するものである請求項１または
２記載の通信装置。
【請求項４】
　前記通知手段は、特定データが対応づけられた前記送信データがメモリに複数件記憶さ
れている場合、前記中継手段により通話が中継される前記子機に対して、前記受信手段に
より受信した前記送信データまたは前記送信データに対応づけられた識別データを記述し
たリストを通知するものである請求項３記載の通信装置。
【請求項５】
　前記中継手段により通話が中継される前記子機から前記送信データの送信指示を受信し
た後、前記送信手段による前記送信データの送信を開始するまでの間に、通信可能な接続
状態が維持された前記外部装置に対してメッセージを送出するメッセージ送出手段を備え
る請求項１から４のいずれかに記載の通信装置。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれかに記載の通信装置と、
前記処理装置とを含む通信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信装置および通信システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、コードレス子機が通話中であるときに、複合機に設けられているファ
クシミリ送信開始ボタンを押すと、コードレス子機においてダイヤル入力された相手先に
ファクシミリ送信を実行する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－８９０４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１の構成では、複合機側において、あるユーザがファクシミリ
送信開始ボタンを押したときに、偶然、子機の側で他のユーザがファクシミリ送信の宛先
とは無関係な相手先へ電話をかけてしまう場合、その無関係な相手にファクシミリ送信が
行われてしまうという誤送信が発生する虞がある。
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【０００５】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであり、誤送信の発生を抑制する
ことができる通信装置および通信システムを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この目的を達成するために、本発明の通信装置は、子機との間でデータを送受するため
の第１接続手段と、外部装置へ送信するデータを処理する処理装置との間でデータを送受
するための第２接続手段と、通信網との間を接続する第３接続手段と、前記第３接続手段
により接続される前記通信網を介した前記外部装置との間の接続状態を制御する通信制御
手段とを備える通信装置であって、前記通信制御手段により通信可能な接続状態とされた
前記外部装置と、前記第１接続手段を介してデータの送受が可能な前記子機との間の通話
を中継する中継手段と、前記中継手段により通話が中継される前記子機におけるユーザ操
作に基づき、前記子機から送信データの送信指示が送られてくると、前記外部装置との間
における通信可能な接続状態を維持しつつ、その外部装置を特定する特定データを指定し
て、前記第２接続手段を介してデータの送受が可能な処理装置に対して送信データを要求
する要求手段と、前記要求手段による要求に応答した前記処理装置から送られてくる前記
送信データを受信する受信手段と、前記受信手段により受信した前記送信データを、通信
可能な接続状態が維持された前記外部装置へ送信する送信手段とを備え、前記処理装置は
、送信先の外部装置を特定する特定データが対応づけられた前記送信データをメモリから
読み出し、前記要求手段による要求に応答して、前記送信データを送出するものであり、
前記受信手段は、前記メモリに記憶された前記送信データのうち、前記要求手段により指
定した特定データと等しい特定データが対応づけられた前記送信データを受信するもので
ある。
【０００７】
　なお、本発明は、通信装置、該通信装置を制御する通信制御装置、通信方法、通信装置
を制御する通信制御プログラム、該通信制御プログラムを記録する記録媒体等の種々の態
様で構成することができる。
【発明の効果】
【０００８】
　請求項１記載の通信装置によれば、通話の中継がされる子機から送信データの送信指示
が送られてくると、外部装置との間における通信可能な接続状態を維持しつつ、処理装置
に対して送信データが要求される。そして、その要求に応答した処理装置から送られてく
る送信データが、通信可能な接続状態が維持された外部装置へ送信される。したがって、
ユーザにとっては、子機を用いて通話することで相手先の外部装置を認識した上で子機を
操作することにより、通話の相手先の外部装置への送信データの送信を指示することがで
きる。よって、誤った相手先へ送信データを送信してしまうという誤送信の発生を抑制で
きるという効果がある。
【０００９】
　加えて、特定データを指定して送信データが要求されるので、処理装置から通信装置へ
適切な送信データを送信することができ、誤送信の発生を抑制できるという効果がある。
【００１０】
　さらに、指定した特定データと等しい特定データが対応づけられた送信データを処理装
置から受信するので、通話の相手先の外部装置に送信すべき送信データを受信できるとい
う効果がある。
【００１１】
　請求項２記載の通信装置によれば、請求項１記載の通信装置の奏する効果に加え、指定
された特定データと等しい特定データが対応づけられた送信データがメモリに記憶されて
いない場合には、処理装置において原稿が読み取られ、その読み取った原稿に基づく送信
データが作成される。そして通信装置においては、その送信データを処理装置から受信す
ることができるので、新たに作成された送信データを、通話の相手先の外部装置へ送信す
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ることができるという効果がある。
【００１２】
　請求項３記載の通信装置によれば、請求項１または２記載の通信装置の奏する効果に加
え、子機において選択された送信データまたは子機において選択された識別データに対応
づけられた送信データが送信されるので、通話の相手先である外部装置に送信すべき送信
データを、子機においてユーザに選択させることができるという効果がある。
【００１３】
　請求項４記載の通信装置によれば、請求項３記載の通信装置の奏する効果に加え、特定
データが対応づけられた送信データがメモリに複数件記憶されている場合、複数件の送信
データの中から、送信すべき送信データを子機において選択させることができるという効
果がある。
【００１４】
　請求項５記載の通信装置によれば、請求項１から４のいずれかに記載の通信装置の奏す
る効果に加え、通信可能な接続状態が維持された前記外部装置に対してメッセージが送出
されるので、子機側の通話者が通話を止めた後、外部装置側の通話者が誤ってオンフック
をしてしまうことを抑制できるという効果がある。
【００１５】
　請求項６記載の通信システムによれば、請求項１から５のいずれかに記載の通信装置と
同様の作用効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の通信装置の一例であるＢＯＸと、ＭＦＰおよび子機を含む通信システム
の電気的構成を示したブロック図である。
【図２】通信システムにおいて実現されるＦＡＸ送信機能のシーケンスの一例を示す概略
図である。
【図３】ＢＯＸのＣＰＵによって実行されるＦＡＸ送信処理を示すフローチャートの一部
である。
【図４】ＢＯＸのＣＰＵによって実行されるＦＡＸ送信処理を示すフローチャートの一部
である。
【図５】子機のＣＰＵによって実行されるＦＡＸ手動送信処理を示すフローチャートであ
る。
【図６】ＭＦＰのＣＰＵによって実行されるＦＡＸモード処理を示すフローチャートであ
る。
【図７】（ａ）は、第２実施形態の子機が実行するＦＡＸ手動送信処理の一部を示すフロ
ーチャートであり、（ｂ）は、第２実施形態のＢＯＸが実行するＦＡＸ送信処理の一部を
示すフローチャートであり、（ｃ）は、第２実施形態のＭＦＰが実行するＦＡＸモード処
理の一部を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の好ましい実施形態について、添付図面を参照して説明する。図１は、本
発明の通信装置の一実施形態である回線制御装置（以下「ＢＯＸ」と称す）１０と、多機
能周辺装置（以下、「ＭＦＰ」と称す）３０と、子機６０とを含む通信システム１の電気
的構成を示したブロック図である。ＢＯＸ１０は、電話回線網１００を使用した通信の制
御を行う通信装置である。ＭＦＰ３０は、プリンタ機能、スキャナ機能、コピー機能、Ｆ
ＡＸ機能などを備え、外部装置へ送信するデータ（以下、ＦＡＸ送信データと称する）を
作成する。子機６０は、電話回線網１００を介し外部装置との間で通話を行うデジタルコ
ードレス電話機である。
【００１８】
　このＢＯＸ１０は、ＭＦＰ３０から送られてきたＦＡＸ送信データを電話回線網１００
を介してＦＡＸ送信する際の誤送信の発生を抑制できるように構成されている。なお、本
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実施形態のＢＯＸ１０は、電話回線網１００を利用したＧ３ＦＡＸによりデータの送受を
行うものとして説明するが、ＢＯＸ１０は、Ｇ４ＦＡＸ、ＩＰＦＡＸやＩｎｔｅｒｎｅｔ
ＦＡＸによりＦＡＸ送信を行うものであっても良い。
【００１９】
　ＢＯＸ１０には、ＣＰＵ１１、ＲＯＭ１２、ＲＡＭ１３、ＥＥＰＲＯＭ１４、無線ＬＡ
Ｎ送受信部１６、無線ＬＡＮアンテナ部１７、モデム１８、電話回線接続部１９、デジタ
ルコードレス電話（ＤＣＬ）送受信部２０、ＤＣＬアンテナ部２１、パネル２２、ボタン
入力部２３が設けられている。これらの構成要素は、入出力ポート１５を介して互いに通
信可能に接続されている。
【００２０】
　ＣＰＵ１１は、ＲＯＭ１２等に記憶される固定値やプログラム或いは、無線通信２０２
，２０３を介して送受信される各種信号に従って、入出力ポート１５と接続された各部を
制御する。ＲＯＭ１２は、書換不能なメモリであって、図３，図４を参照して後述する処
理を実行するためのプログラムなどが格納されている。ＲＡＭ１３は、書換可能な揮発性
のメモリである。ＥＥＰＲＯＭ１４は、書換可能な不揮発性のメモリである。
【００２１】
　無線ＬＡＮ送受信部１６は、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ/ｇの規格に準拠した無線ＬＡＮ
により、２．４ＧＨｚ帯を利用した無線通信２０２を行うための回路である。この無線Ｌ
ＡＮ送受信部１６により、ＭＦＰ３０との間がデータ通信可能に接続され、無線ＬＡＮア
ンテナ部１７を介して、各種のデータを構成するデジタル信号が送受信される。モデム１
８は、ＦＡＸ機能によって送信するＦＡＸ送信データを、電話回線網１００に伝送可能な
信号に変調して電話回線接続部１９を介して送信したり、電話回線網１００から電話回線
接続部１９を介して入力された信号を受信し、画像データへ復調するものである。電話回
線接続部１９は、電話回線網１００とＢＯＸ１０との間を接続するものであり、モデム１
８からの指示に従って、回線を閉結または切断することにより、電話回線網１００を介し
た外部装置との間の接続状態を制御する。
【００２２】
　ＤＣＬ送受信部２０は、２．４ＧＨｚ帯のデジタル方式の無線通信２０３により、ＤＣ
Ｌアンテナ部２１を介し、子機６０との間で制御データ及び音声データを送受するための
無線回路である。パネル２２は、ＢＯＸ１０の各種機能情報を表示する。ボタン入力部２
３は、ＢＯＸ１０の各機能を実行するためのキー群である。
【００２３】
　ＭＦＰ３０には、ＣＰＵ３１、ＲＯＭ３２、ＲＡＭ３３、ＥＥＰＲＯＭ３４、無線ＬＡ
Ｎ送受信部３６、無線ＬＡＮアンテナ部３７、プリンタ３８、スキャナ３９、パネル４０
、ボタン入力部４１が設けられる。これらの構成要素は、入出力ポート３５を介して互い
に通信可能に接続されている。
【００２４】
　ＣＰＵ３１は、ＲＯＭ３２等に記憶される固定値やプログラム或いは、無線ＬＡＮ送受
信部３６を介して送受信される各種信号に従って、各機能の制御や、入出力ポート３５と
接続された各部を制御する。
【００２５】
　ＲＯＭ３２は、ＭＦＰ３０で実行される制御プログラムなどを格納した書換不能なメモ
リであって、図６を参照して後述する処理を実行するプログラムなどが格納されている。
ＲＡＭ３３は、書換可能な揮発性のメモリである。ＥＥＰＲＯＭ３４は、書換可能な不揮
発性のメモリであり、手動送信待ちテーブル３４ａが設けられる。手動送信待ちテーブル
３４ａについては、図２を参照して後述する。無線ＬＡＮ送受信部３６は上述した無線Ｌ
ＡＮ送受信部１６と同様に構成された回路であり、ＢＯＸ１０との間に無線ＬＡＮ接続を
形成する。
【００２６】
　プリンタ３８は印刷を実行するものであり、スキャナ３９は原稿の読み取りを実行する
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ものである。パネル４０は、ＭＦＰ３０の各種機能情報を表示するものである。ボタン入
力部４１は、ＭＦＰ３０の各機能を実行するためのキー群である。
【００２７】
　子機６０には、ＣＰＵ６１、ＲＯＭ６２、ＤＣＬ送受信部６４、ＤＣＬアンテナ部６５
、パネル６６、ボタン入力部６７が設けられる。これらの構成要素は、入出力ポート６３
を介して互いに通信可能に接続されている。
【００２８】
　ＣＰＵ６１は、ＲＯＭ６２等に記憶される固定値やプログラム或いは、ＤＣＬ送受信部
６４を介して送受信される各種信号に従って、各機能の制御や、入出力ポート６３と接続
された各部を制御する。
【００２９】
　ＲＯＭ６２は、子機６０で実行される制御プログラムなどを格納した書換不能なメモリ
であって、図５を参照して後述する処理を実行するプログラムなどが格納されている。Ｄ
ＣＬ送受信部６４は上述したＤＣＬ送受信部２０と同様に構成され、ＢＯＸ１０との間の
無線通信２０３を行う。パネル６６は、子機６０の各種機能情報を表示するものである。
ボタン入力部６７は、子機６０の各機能を実行するためのキー群である。
【００３０】
　なお、通信システム１のＢＯＸ１０には複数台のＭＦＰ３０を接続可能である。また、
ＢＯＸ１０のＤＣＬ送受信部２０は、複数台の子機６０の各々とＢＯＸ１０との間を無線
通信２０３により接続可能である。
【００３１】
　図２は、通信システム１において実現されるＦＡＸ送信機能のシーケンスの一例を示す
概略図である。なお、図２に示す各処理の詳細は図３から図６を参照して後述する。
【００３２】
　まず、ユーザが子機６０において、発呼先電話番号を設定し発呼指示を行うと、ユーザ
により設定された発呼先電話番号が子機６０からＢＯＸ１０へ通知され、発呼指示が行わ
れる［１］。子機６０から発呼指示を受信すると、ＢＯＸ１０は、ＭＦＰ３０へ無線ＬＡ
Ｎ接続断指示を送信すると共に［２］、自機においても、無線ＬＡＮ送受信部１６からの
データ送信を停止する。一方、無線ＬＡＮ接続断指示を受信したＭＦＰ３０は、無線ＬＡ
Ｎ送受信部３６によるデータ送信を停止する。その結果、ＢＯＸ１０とＭＦＰ３０との間
の無線通信２０２が停止される。
【００３３】
　次に、ＢＯＸ１０は、電話回線接続部１９により回線を閉結して発呼信号を送出し［３
］、発呼先電話番号を送出することにより［４］、発呼先電話番号で特定される外部装置
へ発呼する。そして、ＢＯＸ１０は、子機待機モードから子機通話モードへ移行する。
【００３４】
　相手先の外部装置が呼び出しに応答することにより、外部装置との間が通信可能な接続
状態とされると、ＢＯＸ１０は、ＤＣＬ送受信部２０により無線通信可能な子機６０と、
電話回線接続部１９により通信可能な接続状態にある外部装置との間の通話を中継する［
５］。すなわち、通話時には、無線ＬＡＮによる無線通信２０２を停止することにより、
無線ＬＡＮ送受信部１６とＤＣＬ送受信部２０との間の電波干渉による通話品質の低下を
抑制できる。ＢＯＸ１０を小型化した場合は特に、無線ＬＡＮ送受信部１６とＤＣＬ送受
信部２０とを近づけて配置しなければならず、電波干渉が問題となりやすいが、本実施形
態のＢＯＸ１０であれば、電波干渉の発生を確実に抑制できる。
【００３５】
　なお、「通信可能な接続状態」とは、一方の装置の呼び出しに他方の装置が応答するこ
とにより装置間に伝送路が確保され、装置間において双方向通信可能な状態であることを
意味している。特に、本実施形態では、一方の装置からの呼び出しに対して、他方の装置
が回線を閉結することにより、双方の装置において回線が閉結された状態にある場合を、
「通信可能な接続状態」と称する。
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【００３６】
　次に、子機６０に設けられたＦＡＸ送信ボタンをユーザが押下する操作を行うと、子機
６０からＢＯＸ１０へＦＡＸ送信データの送信指示が送られる［６］。子機６０から送ら
れてくるＦＡＸ送信データの送信指示を受信すると、ＢＯＸ１０は、外部装置との間にお
ける通信可能な接続状態を維持しつつ、子機通話モードから子機待機モードに移行する。
子機待機モードへ移行した後、ＢＯＸ１０は、電話回線網１００と子機６０との間におけ
る音声データの送受を中継しない。すなわち、ＢＯＸ１０は、子機６０と外部装置との間
の通話の中継を停止するが、回線を閉結したままとする。
【００３７】
　次に、ＢＯＸ１０は、無線ＬＡＮ接続要求をＭＦＰ３０へ送信し［７］、ＭＦＰ３０と
の間に無線ＬＡＮリンクをはる。すなわち、子機６０から発呼指示を受けたことに基づい
て停止した無線通信２０２を再開する。そして、無線ＬＡＮ送受信部１６による無線通信
２０２により通信可能となったＭＦＰ３０に対し、ＦＡＸ送信データを要求する［８］。
ここで、ＢＯＸ１０は、発呼先電話番号（通信可能な接続状態が維持された外部装置のＦ
ＡＸ電話番号）を指定して、ＭＦＰ３０へＦＡＸ送信データを要求する。
【００３８】
　ＭＦＰ３０には、手動送信待ちテーブル３４ａが設けられている。ＭＦＰ３０において
、ユーザは、スキャナ３９により原稿を読み取ることにより、ＭＦＰ３０にＦＡＸ送信デ
ータを作成させ、通話をしてからＦＡＸ送信データを送信する「手動送信」か、通話せず
にＦＡＸ送信データを送信する「自動送信」のいずれかを選択し、且つ、ＦＡＸ電話番号
を入力することができる。ユーザにより「手動送信」が選択された場合、ＭＦＰ３０は、
「１」に設定した手動送信待ちフラグと、ユーザにより入力されたＦＡＸ電話番号とを、
新たに作成されたＦＡＸ送信データに対応付け、この手動送信待ちテーブル３４ａに登録
する。なお、ＦＡＸ送信データと、手動送信フラグと、ＦＡＸ電話番号とからなるデータ
を、１件分のデータとする。同報送信すべきＦＡＸ送信データには、１件のデータにつき
、ＦＡＸ電話番号が複数個、対応づけられて記憶されていても良い。
【００３９】
　ＭＰＦ３０は、手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されているＦＡＸ送信データのうち
、ＢＯＸ１０から指定された発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が対応づけられたＦ
ＡＸ送信データを手動送信待ちテーブル３４ａから読み出し、ＢＯＸ１０へ送出する［９
］。一方、ＢＯＸ１０は、ＭＦＰ３０からＦＡＸ送信データを受信すると、受信したＦＡ
Ｘ送信データを、通信可能な接続状態が維持された外部装置へ送信する［１０］。
【００４０】
　よって、ユーザにとっては、まず、子機６０を用いて通話することで相手先の外部装置
を認識した上で、子機６０においてＦＡＸ送信ボタンを押下することにより、通話の相手
先の外部装置へのＦＡＸ送信データの送信をＢＯＸ１０へ指示することができる。最初に
通話を行っているので、誤った相手先へ送信データを送信してしまうという誤送信の発生
を抑制できる。また、ＦＡＸ送信の指示を子機６０から行うことができるので、子機６０
で通話をしていた場所からＭＦＰ３０の設置場所までユーザ自身が移動する必要はなく、
ユーザの負担を軽減できる。
【００４１】
　また、ＢＯＸ１０がＭＦＰ３０からＦＡＸ送信データを受信し、さらに外部装置へ送信
するまでの間、通話の相手先の外部装置との間の通信可能な接続状態は維持されたままで
あるので、再度発呼からやり直す必要がなく、処理の迅速性および電話料金の節約という
点で効果がある。
【００４２】
　図３は、ＢＯＸ１０のＣＰＵ１１が実行するＦＡＸ送信処理を示すフローチャートであ
る。このＦＡＸ送信処理は、ＦＡＸ送信機能を実現するための処理であり、ＢＯＸ１０の
電源投入後、繰り返し実行される。
【００４３】
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　まず、ＣＰＵ１１は、子機６０から発呼指示と発呼先電話番号とを受信したか否かを判
断する（Ｓ３０２）。Ｓ３０２の判断が否定される場合（Ｓ３０２：Ｎｏ）、処理を待機
するが、Ｓ３０２の判断が肯定される場合（Ｓ３０２：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ１１は、ＭＦＰ
３０へ無線ＬＡＮ接続断を指示し（Ｓ３０４）、無線ＬＡＮ送受信部１６によるデータ送
信を停止して、無線ＬＡＮ接続を断つ（Ｓ３０６）。すなわち、無線通信２０２を停止す
る。
【００４４】
　次に、ＣＰＵ１１は、受信した発呼先電話番号へダイヤルする（Ｓ３０８）。そして、
ＣＰＵ１１は、ＢＯＸ１０を子機待機モードから子機通話モードへ移行させる（Ｓ３１０
）。なお、子機通話モードとは、音声パスおよび音量を設定して、子機６０と電話回線網
１００との間の音声データの送受を可能としたモードであり、子機待機モードとは、子機
６０と電話回線網１００との間の音声データの送受を不可能としたモードである。子機通
話モードにおいて、ＢＯＸ１０は、子機と外部装置との間における音声データの送受を中
継し、通話を中継することができる。
【００４５】
　次に、ＣＰＵ１１は、電話回線からビジートーンを検出したか否かを判断する（Ｓ３１
２）。Ｓ３１２の判断が肯定される場合（Ｓ３１２：Ｙｅｓ）、すなわち、被呼側の外部
装置が通話を終了した場合、ＣＰＵ１１は、子機６０へ回線接続断を通知し（Ｓ３１４）
、ＢＯＸ１０を子機通話モードから子機待機モードへ移行させ（Ｓ３１６）、回線接続を
断ち（Ｓ３１８）、処理を終了する。
【００４６】
　一方、Ｓ３１２の判断が否定される場合（Ｓ３１２：Ｎｏ）、ＣＰＵ１１は、子機６０
から回線断の指示が送られてきたか否かを判断する（Ｓ３２０）。Ｓ３２０の判断が肯定
される場合（Ｓ３２０：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ１１は、Ｓ３１６に移行して子機待機モードへ
移行し、回線接続を断ち、処理を終了する。
【００４７】
　一方、Ｓ３２０の判断が否定される場合（Ｓ３２０：Ｎｏ）、次に、ＣＰＵ１１は、子
機６０からＦＡＸ送信データの送信指示が送られてきたか否かを判断する（Ｓ３２２）。
Ｓ３２２の判断が否定される場合（Ｓ３２２：Ｎｏ）、ＣＰＵ１１は、Ｓ３１２に戻り処
理を繰り返す。すなわち、子機６０と外部装置との間の通話の中継を継続する。
【００４８】
　一方、Ｓ３２２の判断が肯定される場合（Ｓ３２２：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ１１は、子機通
話モードから子機待機モードへ移行する（Ｓ３２４）。これにより、ＢＯＸ１０は、子機
６０と外部装置との間の通話の中継を停止するが、回線は切断せず、通話の相手先である
外部装置との間を、通信可能な接続状態に保つ。
【００４９】
　次に、ＣＰＵ１１は、電話回線網１００へ応答メッセージ（以下、ＯＧＭと称する）、
例えば、「ＦＡＸを送信します。しばらくそのままでお待ち下さい」を音声データとして
送出する（Ｓ３２６）。すなわち、ＢＯＸ１０は、子機６０からＦＡＸ送信データの送信
指示を受信した後、ＦＡＸ送信データの送信を開始するまでの間、ＯＧＭを送出する。こ
のＯＧＭは、通信可能な接続状態が維持された外部装置の受話器から出力される。したが
って、子機６０側の通話者が通話を止めた後、被呼側の外部装置の通話者が、回線接続が
切れたと誤って認識し、オンフックをしてしまうことを抑制できる。
【００５０】
　次に、ＣＰＵ１１は、無線ＬＡＮ接続要求をＭＦＰ３０へ送信し、ＭＦＰ３０との間に
無線ＬＡＮリンクをはる（Ｓ３２８）。この処理には、ＩＰアドレスの取得を要するので
、比較的時間がかかる場合があり得るが、ＢＯＸ１０から相手先の外部装置へ、ＯＧＭを
継続的に送出し続けることにより、誤ってオンフックされてしまうことを回避できる。
【００５１】
　そして、ＣＰＵ１１は、ＭＦＰ３０から応答があったか否かを判断する（Ｓ３３０）。
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すなわち、無線ＬＡＮ送受信部１６によるＭＦＰ３０との間の無線通信２０２が可能であ
るか否かを判断する。Ｓ３３０の判断が否定される場合（Ｓ３３０：Ｎｏ）、すなわち、
ＭＦＰ３０との間の無線通信２０２が不可能な場合、ＣＰＵ１１は、電話回線網１００へ
のＯＧＭの送出を停止する（Ｓ３３２）。そして、ＣＰＵ１１は、子機６０へ無線ＬＡＮ
接続の失敗を通知し（Ｓ３３４）、子機通話モードに移行し（Ｓ３３６）、Ｓ３１２の処
理に戻る。
【００５２】
　このようにすれば、ＭＦＰ３０の電源がオフとなっている、または、他の機器との間の
電波干渉などが原因で、ＭＦＰ３０との間の無線通信２０２が不可能であると判断される
場合、Ｓ３２４の処理により停止された子機６０と外部装置との間の通話の中継を再開す
ることができる。よって、ユーザは、例えば「ＭＦＰの電源がオフになっていて、すぐに
はＦＡＸ送信できない」など、自機側の状況や事情を口頭で、通話の相手先に伝えること
ができる。
【００５３】
　一方、Ｓ３３０の判断が肯定される場合（Ｓ３３０：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ１１は、図４に
示すＳ３３８の処理へ移行する。
【００５４】
　図４は、図３に示すＦＡＸ送信処理の続きを示すフローチャートである。まず、ＣＰＵ
１１は、発呼先電話番号（すなわち、通信可能な接続状態が保たれている外部装置のＦＡ
Ｘ電話番号）を指定して、ＭＦＰ３０へＦＡＸ送信データの送信を要求する（Ｓ３３８）
。
【００５５】
　次に、ＣＰＵ１１は、ＭＦＰ３０から送られてくるＦＡＸ送信データを受信する（Ｓ３
４０）。ここでＢＯＸ１０が受信するＦＡＸ送信データは、手動送信待ちテーブル３４ａ
に記憶されたＦＡＸ送信データのうち、先に指定した発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話
番号が対応づけられたＦＡＸ送信データである。すなわち、通話の相手先の外部装置に対
して送信すべきＦＡＸ送信データである。
【００５６】
　次に、ＣＰＵ１１は、ＦＡＸ送信中であることを子機６０へ通知し（Ｓ３４２）、ＭＦ
Ｐ３０からのＦＡＸ送信データの受信を完了すると（Ｓ３４３）、外部装置へ送出するＯ
ＧＭを、例えば、「お待たせしました」に変更して送出する（Ｓ３４４）。ＦＡＸ送信デ
ータの受信を完了することを条件として、外部装置に送出するメッセージを変更するので
、ＢＯＸ１０におけるＦＡＸ送信データの送信準備の完了を、被呼側の通話者に知らせる
ことができる。したがって、被呼側の通話者は、このＯＧＭの変更に基づいて、例えば、
ＦＡＸ送信データがまもなく自機へ送られてくると予想することができる。または、被呼
側の外部装置にＦＡＸ受信開始ボタンが設けられている場合には、ＯＧＭが変更されたこ
とを確認してからＦＡＸ受信開始ボタンを押下することにより、ＢＯＸ１０からのＦＡＸ
送信データの受信を開始することができる。
【００５７】
　次に、ＣＰＵ１１は、ＯＧＭの送出を中止する（Ｓ３４６）。そして、ＭＦＰ３０から
受信したＦＡＸ送信データの送信を開始する（Ｓ３４８）。ＭＦＰ３０から複数件分のＦ
ＡＸ送信データを受信した場合、ＢＯＸ１０は、受信したＦＡＸ送信データを全て外部装
置へ送信する。換言すれば、指定した発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号に対応づけ
て、手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されていた全てのＦＡＸ送信データを、当該外部
装置へ送信する。なお、フローチャートには図示していないが、ＢＯＸ１０は、被呼側の
外部装置からＦＡＸ送信開始の指示が送られてくることを条件として、ＦＡＸ送信データ
の送信を開始するように構成されても良い。
【００５８】
　次に、ＣＰＵ１１は、ＦＡＸ送信中であることを、無線通信２０２を介してＭＦＰ３０
へ通知する（Ｓ３５０）。そして、ＣＰＵ１１は、ＦＡＸ送信が終了したか否かを判断し
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（Ｓ３５２）、Ｓ３５２の判断が否定される場合は（Ｓ３５２：Ｎｏ）、ＦＡＸ送信デー
タの送信を継続する。一方、Ｓ３５２の判断が肯定される場合（Ｓ３５２：Ｙｅｓ）、Ｃ
ＰＵ１１は、ＦＡＸ送信完了を、無線通信２０２を介してＭＦＰ３０へ通知する（Ｓ３５
４）。また、ＣＰＵ１１は、ＦＡＸ送信完了を、無線通信２０３を介して子機６０へ通知
し（Ｓ３５６）、処理を終了する。
【００５９】
　ＦＡＸ送信処理によれば、ＢＯＸ１０は、発呼先電話番号を指定してＭＦＰ３０へＦＡ
Ｘ送信データを要求するので、通話の相手先の外部装置へ送信すべき適切なＦＡＸ送信デ
ータをＭＦＰ３０から受信することができ、通話先の相手先の外部装置に送信すべきＦＡ
Ｘ送信データを送信することができ、誤送信の発生を抑制できる。
【００６０】
　図５は、子機６０のＣＰＵ６１が実行するＦＡＸ手動送信処理を示すフローチャートで
ある。このＦＡＸ手動送信処理は、まず、ユーザに外部装置との間で通話を行わせ、次に
、ユーザによりＦＡＸ送信ボタンが押下された場合には、ＦＡＸ送信データの送信をＢＯ
Ｘ１０に指示する処理である。この処理は、子機６０の電源投入後、繰り返し実行される
。
【００６１】
　まず、ＣＰＵ６１は、ダイヤル入力があったか否かを判断する（Ｓ５０２）。ユーザは
、子機６０に設けられた押しボタンの操作、または子機６０に記憶された電話帳を用いて
、発呼したい外部装置のＦＡＸ電話番号をダイヤル入力する。
【００６２】
　Ｓ５０２の判断が肯定される場合（Ｓ５０２：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１は、ダイヤル入力
されたＦＡＸ電話番号を発呼先電話番号として設定する（Ｓ５０４）。一方、Ｓ５０２の
判断が否定される場合（Ｓ５０２：Ｎｏ）、ＣＰＵ６１は、Ｓ５０４の処理をスキップす
る。
【００６３】
　次に、ＣＰＵ６１は、子機６０に設けられた外線通話キーが押下されたか否かを判断す
る（Ｓ５０８）。Ｓ５０８の判断が否定される場合（Ｓ５０８：Ｎｏ）、ＣＰＵ６１は、
Ｓ５０２に戻り処理を繰り返す。一方、Ｓ５０８の判断が肯定される場合（Ｓ５０８：Ｙ
ｅｓ）、ＣＰＵ６１は、設定した発呼先電話番号をＢＯＸ１０へ通知し、発呼指示を行う
（Ｓ５１０）。
【００６４】
　次に、ＣＰＵ６１は、子機６０の送話器からの音声入力および受話器からの音声出力を
オンにした通話モードに子機６０を移行させる（Ｓ５１２）。これにより、子機６０は、
ＢＯＸ１０を介して、外部装置との間で通話が可能な状態となる。次に、ＣＰＵ６１は、
パネル６６にメッセージ「ＦＡＸ送信しますか」を表示する（Ｓ５１４）。これにより、
ＭＦＰ３０において原稿の読み取りを行ってから、長い時間が経過し、送信すべきＦＡＸ
送信データがあったこと自体をユーザが忘れてしまっている場合であっても、その存在を
思い出させることができる。
【００６５】
　次に、ＣＰＵ６１は、子機６０に設けられた切りボタンが押下されたか否かを判断する
（Ｓ５１６）。Ｓ５１６の判断が肯定される場合（Ｓ５１６：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１は、
ＢＯＸ１０へ回線断を指示する（Ｓ５１８）。そして、ＣＰＵ６１は、子機６０の送話器
からの音声入力および受話器からの音声出力をオフとする待機モードへ子機６０を移行さ
せ（Ｓ５２０）、処理を終了する。
【００６６】
　一方、Ｓ５１６の判断が否定される場合（Ｓ５１６：Ｎｏ）、ＣＰＵ６１は、ＢＯＸ１
０から回線接続断通知を受信したか否かを判断する（Ｓ５２２）。Ｓ５２２の判断が肯定
される場合（Ｓ５２２：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１は、Ｓ５２０の処理へ移行し、通話を終了
させる。
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【００６７】
　一方、Ｓ５２２の判断が否定される場合（Ｓ５２２：Ｎｏ）、次に、ＣＰＵ６１は、子
機６０に設けられたＦＡＸ送信ボタンが押下されたか否かを判断する（Ｓ５２４）。Ｓ５
２４の判断が否定される場合（Ｓ５２４：Ｎｏ）、ＣＰＵ６１は、Ｓ５１６に戻り処理を
繰り返す。一方、Ｓ５２４の判断が肯定される場合（Ｓ５２４：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１は
、ＢＯＸ１０へＦＡＸ送信指示を行う（Ｓ５２６）。
【００６８】
　次に、ＣＰＵ６１は、子機６０を通話モードから待機モードへ移行させる（Ｓ５２８）
。すなわち、ＢＯＸ１０は、ＦＡＸ送信データの送信に回線を使用するので、これ以降は
、子機６０と外部装置との間の通話の中継を停止するのである。
【００６９】
　次に、ＣＰＵ６１は、無線ＬＡＮ接続の失敗がＢＯＸ１０から通知されたか否かを判断
する（Ｓ５３０）。Ｓ５３０の判断が肯定される場合（Ｓ５３０：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１
は、子機６０のパネル６６に、メッセージ「ＭＦＰの電源を入れて下さい」「ＦＡＸ送信
しますか」を表示させる（Ｓ５３２）。
【００７０】
　次に、ＣＰＵ６１は、子機６０のスピーカ（図示せず）から呼び出し音を鳴動させ（Ｓ
５３４）、子機６０を通話モードへ移行させる（Ｓ５３６）。このようにすれば、ＢＯＸ
１０とＭＦＰ３０との間の無線通信２０２が不可能な場合、子機６０による外部装置との
間の通話を再開させることができる。そして、ＣＰＵ６１は、Ｓ５１６の処理に戻り、処
理を繰り返す。
【００７１】
　一方、Ｓ５３０の判断が否定される場合（Ｓ５３０：Ｎｏ）、次に、ＣＰＵ６１は、外
部装置へＦＡＸ送信中であることが、ＢＯＸ１０から通知されたか否かを判断する（Ｓ５
３８）。Ｓ５３８の判断が否定される場合（Ｓ５３８：Ｎｏ）、ＣＰＵ６１は処理を待機
する。
【００７２】
　Ｓ５３８の判断が肯定される場合（Ｓ５３８：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ６１は、子機６０のパ
ネル６６にメッセージ「ＦＡＸ送信中」を表示する（Ｓ５４０）。そして、ＣＰＵ６１は
、ＢＯＸ１０からＦＡＸ送信完了の通知を受信すると（Ｓ５４２）、パネル６６にメッセ
ージ「ＦＡＸ送信完了」を表示し（Ｓ５４４）、図示しないスピーカから報知音を出力さ
せ（Ｓ５４６）、処理を終了する。
【００７３】
　図６は、ＭＦＰ３０のＣＰＵ３１が実行するＦＡＸモード処理を示すフローチャートで
ある。このＦＡＸモード処理は、ＦＡＸ送信データをＭＦＰ３０からＢＯＸ１０へ送信す
る処理であり、ＭＦＰ３０の電源投入後、繰り返し実行される。
【００７４】
　なお、このフローチャートでは図示を省略しているが、ユーザは、任意の時点において
、ＭＦＰ３０のスキャナ３９により原稿を読み取り、ＭＦＰ３０のボタン入力部４１によ
りＦＡＸ電話番号を入力することにより、ＦＡＸ送信データに、ＦＡＸ電話番号と、「１
」に設定した手動送信フラグとを対応づけて、手動送信待ちテーブル３４ａ（図２）に登
録しておくことができる。
【００７５】
　このＦＡＸモード処理では、まず、ＣＰＵ３１は、ＢＯＸ１０から無線ＬＡＮ接続断が
指示されたか否かを判断する（Ｓ６０４）。Ｓ６０４の判断が否定される場合（Ｓ６０４
：Ｎｏ）、ＣＰＵ３１は処理を待機する。一方、Ｓ６０４の判断が肯定される場合（Ｓ６
０４：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、無線ＬＡＮ送受信部３６によるデータ送信を停止する。
その結果、ＢＯＸ１０とＭＦＰ３０との間の無線ＬＡＮ接続が断たれる（Ｓ６０６）。す
なわち、無線通信２０２を停止する。
【００７６】
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　次に、ＢＯＸ１０から無線ＬＡＮ接続要求があったか否かを判断する（Ｓ６０８）。Ｓ
６０８の判断が否定される場合（Ｓ６０８：Ｎｏ）、ＣＰＵ３１は処理を待機する。一方
、Ｓ６０８の判断が肯定される場合（Ｓ６０８：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、無線ＬＡＮ送
受信部３６によるデータ送信を再開し、ＢＯＸ１０との間に無線ＬＡＮリンクをはる（Ｓ
６１０）。
【００７７】
　次に、ＣＰＵ３１は、ＢＯＸ１０から発呼先電話番号とＦＡＸ送信データの送信指示と
を受けたか否かを判断する（Ｓ６１２）。Ｓ６１２の判断が否定される場合（Ｓ６１２：
Ｎｏ）、ＣＰＵ３１は処理を待機する。一方、Ｓ６１２の判断が肯定される場合（Ｓ６１
２：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、受信した発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が手動送
信待ちテーブル３４ａにあるか否かを比較する（Ｓ６１４）。受信した発呼先電話番号と
等しいＦＡＸ電話番号がある場合（Ｓ６１６：Ｙｅｓ）、そのＦＡＸ電話番号が対応づけ
られたＦＡＸ送信データを手動送信待ちテーブル３４ａから読み出し、無線通信２０２を
介してＢＯＸ１０へＦＡＸ送信データを送出する（Ｓ６２２）。すなわち、子機６０によ
る通話の相手先の外部装置へ送るべきデータとして、手動送信待ちテーブル３４ａに予め
準備されていたＦＡＸ送信データを、ＢＯＸ１０へ送出するのである。
【００７８】
　ＢＯＸ１０から指定された発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が対応づけられたＦ
ＡＸ送信データが手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されていない場合（Ｓ６１６：Ｎｏ
）、ＣＰＵ３１は、スキャナ３９を駆動し、所定の原稿載置位置に載置された原稿を自動
で読み取り、スキャンデータを作成する（Ｓ６１８）。そして、新たに作成したスキャン
データをＦＡＸ送信データとして、「１」に設定された手動送信フラグと、ＢＯＸ１０か
ら受信した発呼先電話番号に設定されたＦＡＸ電話番号とに対応付け、手動送信待ちフラ
グ３４ａに保存する（Ｓ６２０）。そして、ＣＰＵ３１は、その保存したＦＡＸ送信デー
タを無線通信２０２を介してＢＯＸ１０へ送出する（Ｓ６２２）。
【００７９】
　すなわち、通話の相手先の外部装置宛のＦＡＸ送信データが、手動送信待ちテーブル３
４ａに予め準備されている場合、ＢＯＸ１０は、そのＦＡＸ送信データをＭＦＰ３０から
受信し、通話の相手先の外部装置へ送信する。一方、通話の相手先の外部装置宛のＦＡＸ
送信データが、手動送信待ちテーブル３４ａに予め準備されていない場合、ＢＯＸ１０は
、ＭＦＰ３０にＦＡＸ送信データを新たに作成させ、ＭＦＰ３０から受信して、通話の相
手先の外部装置へ送信する。
【００８０】
　そして、ＦＡＸ送信中であることが、ＢＯＸ１０から通知されると（Ｓ６２４）、ＣＰ
Ｕ３１は、パネル４０にメッセージ「ＦＡＸ送信中」を表示する（Ｓ６２６）。そして、
ＣＰＵ３１は、ＢＯＸ１０からＦＡＸ送信完了を通知されたか否かを判断し（Ｓ６２８）
、Ｓ６２８の判断が否定される間（Ｓ６２８：Ｎｏ）、ＣＰＵ３１は処理を待機する。一
方、Ｓ６２８の判断が肯定されると（Ｓ６２８：Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、パネル４０に
メッセージ「ＦＡＸ送信完了」を表示し（Ｓ６３０）、手動送信待ちテーブル３４ａから
、ＢＯＸ１０へ送信済みである該当の項目を削除し（Ｓ６３２）、処理を終了する。
【００８１】
　上記第１実施形態では、手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されるＦＡＸ送信データの
うち、発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が対応づけられているＦＡＸ送信データは
全て、ＭＦＰ３０からＢＯＸ１０へ送信され、ＢＯＸ１０から外部装置へ送信されていた
。しかしながら、以下に第２実施形態として説明するように、送信すべきＦＡＸ送信デー
タをユーザが子機６０の操作することで選択できるように構成しても良い。なお、この第
２実施形態の通信システム１において、第１実施形態の通信システム１と同一の構成につ
いては、同一の符号を付して説明を省略する。また、図示は省略するが、第２実施形態の
ＭＦＰ３０に設けられる手動送信待ちテーブル３４ａにおいて、各ＦＡＸ送信データには
、識別のためのＩＤが対応づけられているものとする。
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【００８２】
　図７（ａ）は、第２実施形態の子機６０が実行するＦＡＸ手動送信処理の一部を示すフ
ローチャートである。この図７（ａ）に示すＳ７２０からＳ７２６の処理は、第１実施形
態のＦＡＸ手動送信処理（図５）におけるＳ５３０とＳ５３８との間に挿入される処理で
ある。図７（ｂ）は、第２実施形態のＢＯＸ１０が実行するＦＡＸ送信処理の一部を示す
フローチャートである。この図７（ｂ）に示すＳ７１０からＳ７１８の処理は、第１実施
形態のＦＡＸ送信処理（図４）におけるＳ３３８とＳ３４０との間に挿入される処理であ
る。図７（ｃ）は、第２実施形態のＭＦＰ３０が実行するＦＡＸモード処理の一部を示す
フローチャートである。この図７（ｃ）に示すＳ７０２からＳ７０８の処理は、第１実施
形態のＭＦＰ３０が実行するＦＡＸモード処理におけるＳ６１４とＳ６２４との間に挿入
される処理である。
【００８３】
　まず、図７（ｃ）に示すように、ＭＦＰ３０のＣＰＵ３１は、ＢＯＸ１０から受信した
発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が、手動送信待ちテーブル３４ａにあるか否かを
比較する（Ｓ６１４）。そして、発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号のデータが２件
以上あるか否かを判断する（Ｓ７０２）。Ｓ７０２の判断が肯定される場合（Ｓ７０２：
Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号に対応するＩＤの一覧
をＢＯＸ１０に通知する（Ｓ７０４）。
【００８４】
　ＢＯＸ１０は、ＭＦＰ３０からＩＤ一覧の通知を受信したか否かを判断する（Ｓ７１０
）。Ｓ７１０の判断が肯定される場合（Ｓ７１０：Ｙｅｓ）、ＢＯＸ１０のＣＰＵ１１は
、受信したＩＤ一覧を子機６０へ通知する（Ｓ７１２）。
【００８５】
　一方、子機６０では、ＢＯＸ１０からＩＤ一覧の通知があるか否かを判断する（Ｓ７２
０）。Ｓ７２０の判断が肯定される場合（Ｓ７２０：Ｙｅｓ）、子機６０のＣＰＵ６１は
、受信したＩＤ一覧をパネル６６に表示する（Ｓ７２２）。そして、パネル６６に表示さ
れたＩＤの中からいずれかを選択する選択入力が、ユーザにより行われたか否かを判断す
る（Ｓ７２４）。Ｓ７２４の判断が否定される間（Ｓ７２４：Ｎｏ）、子機６０のＣＰＵ
６１は処理を待機する。一方、Ｓ７２４の判断が肯定されると（Ｓ７２４：Ｙｅｓ）、子
機６０のＣＰＵ６１は、子機６０における選択入力により選択されたＩＤを、ＦＡＸ送信
要求ＩＤとしてＢＯＸ１０へ通知する（Ｓ７２６）。そして、ＢＯＸからＦＡＸ送信中通
知があったか否かを判断し（Ｓ５３８）、この判断が否定される間（Ｓ５３８：Ｎｏ）、
Ｓ７２０から処理を繰り返す。
【００８６】
　一方、ＢＯＸ１０では、ＣＰＵ１１が、子機６０からＦＡＸ送信要求ＩＤを受信したか
否かを判断する（Ｓ７１４）。Ｓ７１４の判断が否定される間（Ｓ７１４：Ｎｏ）、ＢＯ
Ｘ１０のＣＰＵ１１は処理を待機するが、Ｓ７１４の判断が肯定されると（Ｓ７１４：Ｙ
ｅｓ）、ＣＰＵ１１は、子機６０から受信したＦＡＸ送信要求ＩＤをＭＦＰ３０に対して
通知する（Ｓ７１６）。
【００８７】
　一方、ＭＦＰ３０のＣＰＵ３１は、ＢＯＸ１０からＦＡＸ送信要求ＩＤを受信しない間
（Ｓ７０６：Ｎｏ）、処理を待機するが、ＦＡＸ送信要求ＩＤを受信すると（Ｓ７０６：
Ｙｅｓ）、ＣＰＵ３１は、ＦＡＸ送信要求ＩＤと等しいＩＤが対応づけられたＦＡＸ送信
データをＢＯＸ１０へ送出する（Ｓ７０８）。
【００８８】
　ＢＯＸ１０のＣＰＵ１１は、ＭＦＰ３０からＦＡＸ送信データ受信を開始したか否かを
判断し（Ｓ７１８）、Ｓ７１８の判断が否定される間（Ｓ７１８：Ｎｏ）、Ｓ７１０から
処理を繰り返す。そして、Ｓ７１８の判断が肯定されると（Ｓ７１８：Ｙｅｓ）、ＢＯＸ
１０のＣＰＵ１１は、ＦＡＸ送信データを受信し（Ｓ３４０）、その受信したＦＡＸ送信
データを外部装置へ送信する（Ｓ３４８）。すなわち、子機６０において選択されたＩＤ
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に対応づけられたＦＡＸ送信データを外部装置へ送信する。
【００８９】
　なお、発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が対応づけられたＦＡＸ送信データが手
動送信待ちテーブル３４ａに１件記憶されている場合、または１件も記憶されていない場
合（Ｓ７０２：Ｎｏ）、ＭＦＰ３０のＣＰＵ３１は、第１実施形態で説明したＳ６１６以
降の処理を実行するので、ＩＤ一覧をＢＯＸ１０へ通知しない。また、ＢＯＸ１０におい
ては、Ｓ７１０の判断が否定され（Ｓ７１０：Ｎｏ）、Ｓ７１２からＳ７１６のステップ
がスキップされるので、ＩＤ一覧が子機６０へ通知されない。また、子機６０においては
、Ｓ７２０の判断が否定され（Ｓ７２０：Ｎｏ）、Ｓ７２２からＳ７２６のステップがス
キップされるので、子機６０においてＩＤの選択の通知は行われない。したがって、通信
システム１における通信処理の負荷を軽減することができる。
【００９０】
　第２実施形態によれば、複数件のＦＡＸ送信データのうち、通話の相手先である外部装
置に送信すべき送信データを、子機６０において、ユーザに選択させることができるので
、複数人で通信システム１を共同使用する場合においても、各ユーザが所望のＦＡＸ送信
データを送信することができる。
【００９１】
　上記実施形態において、ＤＣＬ送受信部２０およびＤＣＬアンテナ部２１が第１接続手
段の一例に相当し、ＭＦＰ３０が処理装置の一例に相当し、無線ＬＡＮ送受信部１６およ
び無線ＬＡＮアンテナ部１７が第２接続手段の一例に相当し、ＢＯＸ１０が通信装置の一
例に相当する。電話回線網１００が通信網の一例に相当し、モデム１８および電話回線接
続部１９が第３接続手段および通信制御手段の一例に相当する。Ｓ３１０の処理を実行す
るＣＰＵ１１が中継手段の一例に相当する。Ｓ３３８の処理を実行するＣＰＵ１１が要求
手段の一例に相当する。Ｓ３４０を実行するＣＰＵ１１が受信手段の一例に相当する。Ｓ
３４８を実行するＣＰＵ１１が送信手段の一例に相当する。Ｓ３２６を実行するＣＰＵ１
１がメッセージ送出手段の一例に相当し、Ｓ３４４の処理を実行するＣＰＵ１１がメッセ
ージ変更手段の一例に相当する。Ｓ６１８を実行するＣＰＵ３１が新規データ作成手段の
一例に相当し、Ｓ６２２を実行するＣＰＵ３１が送出手段の一例に相当する。ＦＡＸ送信
データが送信データの一例に相当し、発呼先電話番号およびＦＡＸ電話番号が特定データ
の一例に相当し、手動送信待ちテーブル３４ａがメモリの一例に相当する。図７のＳ７１
２を実行するＣＰＵ１１が、通知手段の一例に相当する。ＩＤが識別データの一例に相当
する。ＩＤ一覧がリストの一例に相当する。
【００９２】
　以上、実施形態に基づき本発明を説明したが、本発明は上述した実施形態に何ら限定さ
れるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で種々の改良変更が可能であること
は容易に推察できるものである。
【００９３】
　例えば、上記実施形態において、通信装置の一例であるＢＯＸ１０と処理装置の一例で
あるＭＦＰ３０との間は、無線で接続されるものとして説明した。しかしながら、通信装
置と処理装置との間が有線で接続される場合にも、本発明を適用可能である。
【００９４】
　また、上記実施形態では、処理装置の一例であるＭＦＰ３０がスキャナ３９を備え、原
稿をスキャナ３９により読み取ってＦＡＸ送信データを生成し、ＢＯＸ１０に送信するも
のであったが、処理装置は、スキャナを備えないものであっても良く、例えば、装着され
たメモリカードからデータを読み込み、その読み込んだデータに基づきＦＡＸ送信データ
を生成し、ＢＯＸ１０へ送信するものであっても良い。
【００９５】
　また、上記実施形態では、ＦＡＸ電話番号が特定データの一例であったが、例えば、特
定データは、宛先の氏名等、他の情報であっても良い。
【００９６】
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　また、上記実施形態では、手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されているＦＡＸ送信デ
ータのうち、通信可能な接続状態が維持されている外部装置のＦＡＸ電話番号と等しいＦ
ＡＸ電話番号が対応づけられているＦＡＸ送信データのみが、ＭＦＰ３０からＢＯＸ１０
へ送信され、ＢＯＸ１０から外部装置へ送信されていた。しかしながら、これに代えて、
手動送信待ちテーブル３４ａに記憶されている全てのＦＡＸ送信データを、ＭＦＰ３０か
らＢＯＸ１０へ送信し、ＢＯＸ１０から外部装置へ送信するように構成しても良い。
【００９７】
　また、上記実施形態では、ＭＦＰ３０とＢＯＸ１０とが別体に構成されていたが、これ
らが一体的に構成されている場合にも本発明は適用可能である。その場合は、スキャナ３
９が処理装置の一例に相当し、ＭＦＰ３０とＢＯＸ１０とを一体化した装置が通信装置の
一例に相当する。
【００９８】
　また、上記実施形態では、通信網の一例として電話回線網１００を例示していたが、通
信網は、例えばＩＳＤＮ回線、ＣＡＴＶ回線、インターネットであっても良く、また、通
信システム１は、音声データをパケットで送受信するいわゆるＩＰ電話システムであって
も良い。
【００９９】
　また、ＭＦＰ３０は、手動送信待ちテーブル３４ａを備えず、ＢＯＸ１０からＦＡＸ送
信データの要求を受けた場合は、スキャナ３９により原稿の読み取りを行ってＦＡＸ送信
データを作成し、ＢＯＸ１０へ送出するように構成されても良い。また、ＭＦＰ３０には
、手動送信待ちテーブル３４ａとは別に、すぐに送出することを望まないＦＡＸ送信デー
タを記憶するテーブル（例えば編集中テーブル）が設けられていても良い。そして、ＢＯ
Ｘ１０からＦＡＸ送信データの要求を受けた場合、手動送信待ちテーブル３４ａに記憶さ
れたＦＡＸ送信データを送信すること、あるいはＦＡＸ送信データのＩＤを通知すること
に加えて、編集中テーブルに記憶されたＦＡＸ送信データのＩＤ等をＢＯＸ１０へ通知す
るように構成しても良い。また、上記実施形態では、手動送信待ちテーブル３４ａはＭＦ
Ｐ３０のＥＥＰＲＯＭ３４に設けられていたが、ＭＦＰ３０がカードスロットを備え、カ
ードスロットに装着されたメモリからデータを読み出し可能に構成されている場合には、
手動送信待ちテーブル３４ａは、当該メモリに記憶されていても良い。
【０１００】
　また、上記実施形態において、ＭＦＰ３０は、ＢＯＸ１０から発呼先電話番号を指定さ
れると、その発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号に対応するＦＡＸ送信データを送信
し、またはＩＤを通知していた。これに代えて、ＭＦＰ３０は、指定された発呼先電話番
号を、パネル４０に表示出力するものであっても良い。このようにすれば、例えば、ＭＦ
Ｐ３０において、ユーザは、パネル４０に表示出力された発呼先電話番号を視認し、宛先
を再確認した上で、スキャナ３９により原稿を読み込むなど、適切なＦＡＸ送信データを
ＭＦＰ３０からＢＯＸ１０へ送出することができる。
【０１０１】
　また、上記実施形態において、通信システム１に、複数台の子機６０が含まれる場合に
は、各子機６０を識別するための子機ＩＤが、各子機６０に割り当てられていても良い。
また、ＢＯＸ１０は、発呼指示の送信元の子機（すなわち通話を行った子機）の子機ＩＤ
を指定して、ＭＦＰ３０にＦＡＸ送信データ送信要求を送信しても良い。一方、ＭＦＰ３
０においては、各ＦＡＸ送信データに、子機ＩＤを対応づけて手動送信待ちテーブル３４
ａに登録しておき、子機ＩＤをＢＯＸ１０から受信した場合には、受信した子機ＩＤに対
応づけられているＦＡＸ送信データをＢＯＸ１０へ送信し、またはＦＡＸ送信データのＩ
ＤをＢＯＸ１０へ通知するように構成すれば良い。このようにすれば、送信できるＦＡＸ
送信データを子機６０毎に区別して管理することができ、複数人で通信システム１を共同
使用する場合であっても利便性が良い。
【０１０２】
　また、上記実施形態のＭＦＰ３０に設けられるスキャナ３９は、自動原稿送り装置を備
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え、複数枚の原稿を読み取り可能に構成されても良いが、自動原稿送り装置を備えない構
成であっても良い。その場合、子機６０は、ＦＡＸ送信指示が行われた後、ユーザに原稿
の枚数を入力させ、ユーザにより入力された原稿の枚数を、ＢＯＸ１０を介して、ＭＦＰ
３０へ通知する構成とされても良い。さらに、子機６０は、ユーザにより入力された原稿
の枚数が複数頁である場合は、ＭＦＰ３０での操作を促すメッセージ、例えば「２頁目以
降はＭＦＰで設定して下さい」をパネル６６に表示出力するように構成されても良い。一
方、ＭＦＰ３０は、通知される原稿の枚数が１頁であれば、所定位置に載置された原稿を
読み取り、ＦＡＸ送信データとしてＢＯＸ１０に送出し、複数頁であれば、１枚スキャン
する毎に、次の原稿を載置するようユーザに促すメッセージをパネル４０に表示出力する
ように構成されても良い。このようにすれば、ＭＦＰ３０において、読み取るべき原稿の
枚数に誤りが生じることを抑制できる。また、１枚の原稿をスキャンさせる場合であれば
、ユーザがＭＦＰ３０の設置位置まで移動する必要がなく、利便性が良い。
【０１０３】
　また、スキャナ３９に自動原稿送り装置が設けられている場合、自動原稿送り装置の所
定の原稿載置位置に原稿が載置されていない場合、ＭＦＰ３０は、ＢＯＸ１０へエラー通
知をし、さらに、ＢＯＸ１０から子機６０へエラー通知し、子機６０は、エラーの発生を
ユーザに報知するように構成しても良い。このようにすれば、ＭＦＰ３０の設置位置から
離れた位置でユーザが通話を行っていても、ＭＦＰ３０において自動原稿送り装置に原稿
を載置していないというミスに気づくことができる。
【０１０４】
　また、上記実施形態のＦＡＸ送信処理（図４）では、ＢＯＸ１０のＣＰＵ１１は、ＭＦ
Ｐ３０から送られてくるＦＡＸ送信データの受信を開始した後（Ｓ３４０）、ＦＡＸ送信
中であることを子機６０へ通知していた（Ｓ３４２）。これに代えて、ＦＡＸ送信中であ
ることを子機６０へ通知した後、ＭＦＰ３０から送られてくるＦＡＸ送信データの受信を
開始するように、ＦＡＸ送信処理（図４）を構成しても良い。このようにすれば、ＢＯＸ
１０がＭＦＰ３０からのＦＡＸ送信データを受信する際における、無線ＬＡＮ送受信部１
６とＤＣＬ送受信部２０との間の電波干渉により、ＢＯＸ１０から子機６０への通知が失
敗してしまうことを回避できる。
【０１０５】
　また、上記実施形態において、ＢＯＸ１０のＣＰＵ１１は、ＭＦＰ３０から送られてく
るＦＡＸ送信データの受信を完了した後に、外部装置へのＦＡＸ送信データの送信を開始
していた。これに代えて、ＭＦＰ３０から送られてくるＦＡＸ送信データの一部を受信し
たら、外部装置への送信を開始し、ＦＡＸ送信データの受信と送信とを同時進行するよう
に構成してもよい。このようにすれば、ＦＡＸ送信データ送信開始までの待ち時間を減ら
すことができる。また、この場合において、外部装置へＦＡＸ送信データを送信する途中
に、モデム１８の通信速度よりも無線ＬＡＮ送受信部１６のスループットが低くなった場
合は、モデム１８の通信速度を、無線ＬＡＮ送受信部１６のスループットよりも低減すれ
ば良い。
【０１０６】
　また、ＦＡＸ送信データの送信中に、外部装置側で回線が切断されるなどの理由でＦＡ
Ｘ送信に失敗した場合、ＢＯＸ１０は、一定時間後に、手動送信待ちテーブル３４ａから
該当のＦＡＸ送信データを再度取得し、外部装置へ再送するように構成されても良い。ま
た、手動送信待ちテーブル３４ａに保存されているデータを、子機６０から確認し、不要
なデータを削除できるように構成しても良い。
【０１０７】
　また、上記第２実施形態では、ＢＯＸ１０から子機６０へは、各ＦＡＸ送信データのＩ
Ｄが通知されていたが、例えば、各ＦＡＸ送信データ自体を通知しても良いし、あるいは
、各ＦＡＸ送信データの件名や作成日時やサムネイルなどを識別データとして通知するよ
うに構成しても良い。
【０１０８】
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　また、上記第２実施形態では、発呼先電話番号と等しいＦＡＸ電話番号が対応づけられ
たＦＡＸ送信データが手動送信待ちテーブル３４ａに複数件記憶されている場合（Ｓ７０
２：Ｙｅｓ）、ＭＦＰ３０からＢＯＸ１０へＩＤ一覧を送っていたが、これに代えて、発
呼先電話番号とＦＡＸ電話番号とが等しいか否かに関わらず、手動送信待ちテーブル３４
ａに複数件のＦＡＸ送信データが記憶されている場合、ＩＤ一覧を通知するように構成し
ても良い。
　＜その他＞
　＜手段＞
　技術的思想１：子機との間でデータを送受するための第１接続手段と、外部装置へ送信
するデータを処理する処理装置との間でデータを送受するための第２接続手段と、通信網
との間を接続する第３接続手段と、前記第３接続手段により接続される前記通信網を介し
た前記外部装置との間の接続状態を制御する通信制御手段とを備える通信装置であって、
前記通信制御手段により通信可能な接続状態とされた前記外部装置と、前記第１接続手段
を介してデータの送受が可能な前記子機との間の通話を中継する中継手段と、前記中継手
段により通話が中継される前記子機におけるユーザ操作に基づき、前記子機から送信デー
タの送信指示が送られてくると、前記外部装置との間における通信可能な接続状態を維持
しつつ、前記第２接続手段を介してデータの送受が可能な処理装置に対して送信データを
要求する要求手段と、前記要求手段による要求に応答した前記処理装置から送られてくる
前記送信データを受信する受信手段と、前記受信手段により受信した前記送信データを、
通信可能な接続状態が維持された前記外部装置へ送信する送信手段とを備えることを特徴
とする通信装置。
　技術的思想２：前記要求手段は、通信可能な接続状態が維持された前記外部装置を特定
する特定データを指定して、前記処理装置へ前記送信データを要求するものである技術的
思想１記載の通信装置。
　技術的思想３：子機との間でデータを送受するための第１接続手段と、外部装置へ送信
するデータを処理する処理装置との間でデータを送受するための第２接続手段と、通信網
との間を接続する第３接続手段と、前記第３接続手段により接続される前記通信網を介し
た前記外部装置との間の接続状態を制御する通信制御手段とを備える通信装置と、前記処
理装置とを含む通信システムであって、前記通信装置は、前記通信制御手段により通信可
能な接続状態とされた前記外部装置と、前記第１接続手段を介してデータの送受が可能な
前記子機との間の通話を中継する中継手段と、前記中継手段により通話が中継される前記
子機におけるユーザ操作に基づき、前記子機から送信データの送信指示が送られてくると
、前記外部装置との間における通信可能な接続状態を維持しつつ、前記第２接続手段を介
してデータの送受が可能な処理装置に対して送信データを要求する要求手段と、前記要求
手段による要求に応答した前記処理装置から送られてくる前記送信データを受信する受信
手段と、前記受信手段により受信した前記送信データを、通信可能な接続状態が維持され
た前記外部装置へ送信する送信手段とを備え、前記処理装置は、前記要求手段による要求
に応答して、前記送信データを前記通信装置に対して送出する送出手段を備えるものであ
る通信システム。
　＜効果＞
　技術的思想１記載の通信装置によれば、通話の中継がされる子機から送信データの送信
指示が送られてくると、外部装置との間における通信可能な接続状態を維持しつつ、処理
装置に対して送信データが要求される。そして、その要求に応答した処理装置から送られ
てくる送信データが、通信可能な接続状態が維持された外部装置へ送信される。したがっ
て、ユーザにとっては、子機を用いて通話することで相手先の外部装置を認識した上で子
機を操作することにより、通話の相手先の外部装置への送信データの送信を指示すること
ができる。よって、誤った相手先へ送信データを送信してしまうという誤送信の発生を抑
制できるという効果がある。
　技術的思想２記載の通信装置によれば、技術的思想１記載の通信装置の奏する効果に加
え、特定データを指定して送信データが要求されるので、処理装置から通信装置へ適切な
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送信データを送信することができ、誤送信の発生を抑制できるという効果がある。
　技術的思想３記載の通信システムによれば、技術的思想１記載の通信装置と同様の作用
効果を奏する。
【符号の説明】
【０１０９】
１　　　　　通信システム
１０　　　　ＢＯＸ
３０　　　　ＭＦＰ
６０　　　　子機
１６　　　　無線ＬＡＮ送受信部
１７　　　　無線ＬＡＮアンテナ部
１８　　　　モデム
１９　　　　電話回線接続部
２０　　　　ＤＣＬ送受信部
２１　　　　ＤＣＬアンテナ部
１００　　　電話回線網

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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